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 教 育 委 員 会 会 議 次 第 

令和５年１２月２１日（木）１５:０５ 

小倉北区役所６階 教育委員会会議室 

 

１ 開  会 

 

２ 案  件 

（１）議案 

   議案第２７号「北九州市電気工作物保安規程の一部改正について」  （施設課長） 

   議案第２８号「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務 

時間、休日、休暇等に関する規則等の一部改正について」 

              （小学校担当課長） 

   議案第２９号「北九州市教育委員会会計年度任用職員の給料に関する規則及び 

北九州市会計年度任用教職員の給料に関する規則の一部改正に 

ついて」                  （制度服務担当課長） 

   議案第３０号「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末 

手当及び勤勉手当に関する規則等の一部改正について」 

        （制度服務担当課長） 

   議案第３１号「人事について」               （労務争訟担当課長） 

 

（２）その他報告 

   その他報告①「令和５年１２月北九州市議会定例会の概要について」 （総務課長） 

 

その他報告②「請願第１４号「小・中学校で、すべての学年を２０人以下 

学級とし、子どもたちに『ゆきとどいた教育』を求める請願」」 

 （教職員課長） 

 

３ 閉  会 

㊙

㊙
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教 育 委 員 会 （ 定 例 会 ） 

 

１ 開催年月日  令和５年１２月２１日（木） 

２ 開 催 時 間  １５：０５～１６：２８ 

３ 開 催 場 所  小倉北区役所 ６階 教育委員会会議室 

４ 出 席 者  （教 育 長） 田島 裕美 

（教育委員）大坪 靖直、竹本 真実、郷田 郁子、香月 きよう子、中島 良 

５ 事務局職員   教育次長            髙橋 英樹 

中央図書館長          柴田 憲志 

総務部長            小杉 繁樹 

教職員部長           澤村 宏志 

学校支援部長          倉光 清次郎 

学校教育部長          髙松 淳子 

特別支援担当部長        竹永 正則 

次世代教育推進部長       丹羽 雅也 

中央図書館副館長        金子 二康 

総務課長            久保 慶司 

企画調整課長          栗原 健太郎 

夜間中学校担当課長       山崎 一憲 

教職員課長           藤井 創一  

小学校担当課長         田中 美穂 

制度服務担当課長        石本 弘一 

労務争訟担当課長        井上 淳 

教育センター所長        大石 仁美 

学事課長            青栁 祥二 

学校保健課           中山 賢彦 

施設課長            江藤 博明 

指導企画課長          浜崎 善則 

学校教育課長          松山 修司 

教育振興担当課長        田丸 陛子 

幼児教育センター担当課長    武藤 佐予 

生徒指導課長          有田 勝彦 

学校支援担当課長        山中 孝一 

部活動地域移行担当課長     野田 久敏 

不登校等支援センター担当課長  福嶋 一也 

特別支援教育課長        小西 友康 

特別支援教育相談センター所長  北野 里香 

授業づくり支援企画課長     臼木 祐子 

教育情報化推進課長       赤瀬 正信 

中央図書館運営企画課長     藤原 定男 

中央図書館奉仕課長       綾塚 由美子 

６ 書   記   総務課庶務係長         桑本 清 

総  務  課         中島 遥香 

７ 会議の次第   別紙のとおり 
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 教育委員会(定例会)会議録（令和５年１２月２１日） 

 

１ 開 会 

  １５：０５ 田島教育長が開会を宣言 

 

２ 会議録署名委員の指名 

  田島教育長が会議録署名委員に、郷田委員と中島委員を指名。 

 

以下の案件を非公開にすることを議決 

・議案第３１号「人事について」 

・その他報告②「請願第１４号「小・中学校で、すべての学年を２０人以下学級とし、子どもたちに

『ゆきとどいた教育』を求める請願」」 

 

３ 案 件 

（１）公開案件 

 

議案第２７号「北九州市電気工作物保安規程の一部改正について」 

 

本議案の提案理由を施設課長が説明。 

 [提案理由要旨]  

  省令の改正に伴い、本市規定の一部を改正する必要があるため、付議するもの。 

 

郷田委員／今回、対象となる機器が現在学校のほうにはないということかと思うが、今後どん

なものが該当し得るかなど、もしあれば教えていただきたい。 

施設課長／私どもの見解としては、今後もそんなにないのではないかと考えている。遠隔監視

制御システムを大々的に入れるというところが通常あまりないため、学校には影響は

ないのではないかなと思うが、例えば１０年、２０年後、ＩＣＴがものすごく進んで、

そういうものがどんどん導入されるということになると、サイバーセキュリティに関

するものも備えるというようなことが必要になると思う。 

大坪委員／議題の内容については意見ないのだが、サイバーセキュリティ関係の研修を学校の

教員及び教育委員会の指導主事の先生に対して、大体どういう頻度でどういう内容の

研修を受けられているのか、おそらくもう既に受けられていると想像しているが、そ

の内容を教えていただきたい。 

教職員課長／サイバーセキュリティという言い方ではないが、個人情報漏洩防止とか、そういう

形で校内研修を実施している。 

特に本年度は不祥事防止マニュアルを改訂し、その中でしっかりと体系的に、ハラ

スメントもそうだが、そうした中の１つとして、個人情報漏洩防止ということで、ま

とめた資料を活用しながら校内で研修するということを行っている。 

大坪委員／確認ですが、紙の資料とか研修のパンフレットのようなものが事前に用意してあっ

て、それを校内研修で実施しているということか。では、教育委員会の指導主事はど

ういう形で実施されているのか教えていただきたい。 

総務部長／特に決まったものではないが、市の職員、他都市の事例でも情報漏洩があったり、

情報漏洩の記事などが出た場合は、月１回の事務改善会議などで情報を共有して、情
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報の取り扱いについてはこういったことでやってくださいというのは常日頃からは

取り組んでいる。 

中島委員／１点目の郷田委員の質問と繋がるが、今のところ学校には該当するものがなくて、

今後何年か先に出てくるかもしれないが、今のところ未知数ということで理解をした

が、もし出てくればこれに該当するので、その時にどう対応していくかは考えますよ

という判断ということでよいか。 

というのは、１つ確認ですけど、今回「施設の長は、別に定める基準により」と、

多分学校で該当するとなったら、校長先生がすごくここら辺のことについて動かない

けないと想像したが、今のところないのでその時になって考えましょうというスタン

スか。 

施設課長／対象になるのが、遠隔監視制御システムがあるものである。事業電気工作物だけを

見ると、キュービクルというものが対象になるが、それは遠隔監視制御システムがな

い。先ほど申し上げたのは、基本的に学校１校１校、キュービクルが２００ほどある

のだが、それを全部ネットワーク化して制御監視システムを入れるというのが現時点

では考えにくい。ただし、将来どう社会が変化するか分かりませんので、もう１０年、

２０年先か分かりませんが、そういう流れになれば何かしらのものが必要になるのか

なと思う。今のところ、その時、その流れの中で考えていくのではないかなと思って

いる。 

中島委員／そのスタンスで問題ないと思う。 

 

原 案 可 決 

 

 

議案第２８号「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する規則等の一部改正について」 

 

本議案の提案理由を小学校担当課長が説明。 

 [提案理由要旨]  

  新型コロナウイルス感染症に罹患した職員が病気休暇の承認を受けようとする場合の関係規定を

改めるため、付議するもの。 

 

香月委員／インフルエンザは、抗インフルエンザ薬と言って一般的に使う薬があるが、新型コ

ロナウイルス感染症に対しては、抗コロナウイルス感染症の特効薬は非常に高額であ

り、使う方も限定されている。そういう理由で、医師の立場からすると全くの対症療

法である。熱があれば熱を下げる、咳がひどければ咳を止める、喉が痛ければ喉の痛

みを緩和するというような処方になる。これをもって処方を確認できるとするのかど

うか、その辺のところを教えていただきたい。 

小学校担当課長／ご指摘のとおり、治療薬がまだ種類が少ない。解熱剤等ということが明らかに新型

コロナウイルスの治療なのかどうかがはっきりしないところもあるため、やはり、治

療薬が確認できる処方が書いてあるものということで、代替と考えている。 

香月委員／よく分からない。結局、普通の一般的な一般感冒と同じ処方になる。一方は風邪、

一方はコロナウイルス、これをもう信用するということでよいのか。 

小学校担当課長／風邪の場合は、新型コロナウイルスということがはっきり分からないため、その場

合は診断書を出してもらう形になる。お薬手帳とかいろいろ処方の時にもらうと思う
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が、そこではっきりと新型コロナウイルス関係の薬であるということが分かれば、診

断書は必要ないとして取り扱う。 

香月委員／判断が付かないと思う。 

中島委員／今の香月委員がおっしゃられているのは、医師が処方したものが、新型コロナウイ

ルスも風邪の場合もおそらく同じ薬であって、その処方内容によってどのように判断

するのかという質問だと思うが。 

田島教育長／これは市の規定に合わせたのか。 

制度服務担当課長／先ほどお話があった、新型コロナウイルスの薬と、一般の解熱剤等でどう区別する

かというところだが、一般の解熱剤の場合、新型コロナに罹患したということで処方

されたのかどうなのかということに関しては、その薬だけをもって判断することは難

しいので、あくまで新型コロナウイルスの治療薬が処方された場合、これはもう明ら

かに新型コロナウイルスだと判断されているので処方はされていると捉える。これは

市全体で同じような取り扱いをしている。 

総務課長／新型コロナウイルスという診断書をお金かけて取らなくても、処方で分かる分はそ

こで代替するという話なので、要はお金をわざわざかけて診断書を取らなくても、処

方でコロナの罹患だと分かる人はそれでいいですよということで、簡略化するもので

ある。 

中島委員／了解した。 

郷田委員／お高い薬の処方が出ていた時はそれでよいということか。実際は、そういう方は少

ないので、診断書を取るのが実質的には多いだろう。 

総務課長／診断書が数千円かかる分を、病気休暇を出して休むことと天秤にかける方がいるた

め、それだったら診断書じゃなくても、処方で分かる方については、それは病気休暇

の取得を認めますよというだけで、ほとんどの人は該当ないとは思うが、そこの間口

を少し広げたものである。 

香月委員／じゃあ、高い薬の処方のない方は診断書を取らない限りはやはり病休ということに

なるか。 

総務課長／診断書を取らない限りは、風邪を引いた時と同じ扱いで、病気休暇ではなく年休で

ある。 

香月委員／分かった。なかなか難しいと思う。 

竹本委員／現状、高い薬を利用される方の割合は現実どういう形なのか、香月委員に伺う。 

香月委員／ほぼほぼ高齢者である。６５歳以上の高齢者の方、もしくは基礎疾患のある方。 

基礎疾患の中にもいろいろあるが、それなりの病気をお持ちの方、もう決まったの

があります。そういう方に対してのみ処方するため、一般的に学校の先生の、再任用

前の先生方に処方するようなことはまずないと思う。今から自己負担も出てくると、

一番安い薬でも１万５，０００円ぐらいかかるため、とてもじゃないが、治るのを待

つ人のほうが絶対多いと思う。 

総務課長／今回は市全体の中で、市がまずこの規定をつくったので、そこに合わせて教員もや

りましょうという形で、形式的に合わせたというと言い方は悪いが、確かに対象者は

少ないか思う。今、それこそ抗炎症薬が３種類と抗ウイルス薬が４種類と中和抗体薬

が３種類と、全部で１０個しかない。今のところ「１０個のうちのどれかの処方があ

れば認めましょう」という話になっているので、基礎疾患がある方、役所の中にも結

構いらっしゃるので、そういう方にとっては、診断書を取らなくてよくなった。 

香月委員／抗炎症薬というのは新型コロナに特化しなくても使うものだ。 
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制度服務担当課長／今回の整理の中で、どこかでこの薬の線を引かなければならず、新型コロナと診断

された場合に処方される薬として、先ほど総務課長から紹介させていただいた１０種

類のお薬を処方されているということであれば、新型コロナウイルスに罹患している

ということが、診断書がなくても確認が取れるので、そこの部分に着目し、今回の運

用とさせていただいた。 

香月委員／運用ということで了解した。 

中島委員／今までのご説明で今回の改定に関する意向は分かった。賛同するし、今後こういう

新型コロナウイルスの薬が流通することを見込んでこのような、予め定めておくとい

うことは必要なことと理解した。ただ、この場で混乱が起きたように、職員の方も、

普通に新型コロナウイルスと診断され、風邪薬が出ました、それで済まそうという混

乱はおそらく起きるのではないかと思うので、丁寧な説明をしていただきたい。以上、

意見である。 

 

原 案 可 決 

 

 

議案第２９号「北九州市教育委員会会計年度任用職員の給料に関する規則及び北九州市会計年度任

用教職員の給料に関する規則の一部改正について」 

 

本議案の提案理由を制度服務担当課長が説明。 

 [提案理由要旨]  

  会計年度任用職員等の給与改定の時期を改正するため、関係規定を改めるもの。 

 

中島委員／現在、北九州市教育委員会の会計年度任用職員の方はどのくらいの職の種類がいる

のか。どういった方が該当するのかイメージが付かなかったので、何職とか数字だけ

でもいいので教えていただけるとありがたい。 

制度服務担当課長／教育委員会の会計年度任用職員全体については、教育委員会事務局、学校を含める

と、およそ１，１００人在籍している。主なものは、事務局での事務の会計年度任用

職員であるとか、学校ではスクール・サポート・スタッフ、それから非常勤講師の先

生方などである。学校の校務員等も一部会計年度任用職員となっており、職種は様々

である。 

中島委員／その中で、減額になる方はどのくらいの割合でいるのか。 

制度服務担当課長／今年の給与改定は、全員増額の改定のため、基本的には今回は全員プラスになる。

公務員の給料よりも民間の給料が低い場合に減額の改定を行う場合があるため、将来

的にそういう可能性もあるというところでの今回の規定である。 

中島委員／よく分かった。 

 

原 案 可 決 

 

 

議案第３０号「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手当及び勤勉手当に

関する規則等の一部改正について」 

 

本議案の提案理由を制度服務担当課長が説明。 
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 [提案理由要旨]  

  会計年度任用職員等に対して勤勉手当を支給することとするため、関係規定を改めるもの。 

 

郷田委員／内容について異論はない。会計年度任用職員の方を、正規の職員の方に待遇を合わ

せていくという方向性かと思う。今回は勤勉手当の導入というとことだが、現時点で

他に、どんな差があるか教えていただきたい。 

制度服務担当課長／待遇の部分について、手当の種類としては、一番大きなものは勤勉手当が支給され

ていなかったことである。基本的には、給料の月額等については正規職員の給料表の

一部分を使っているが、俸給に設定されると、ベースの単価としては、同じ水準にな

るような設計になっている。 

先ほど申し上げた勤勉手当は、もともと支給自体がなかった。郷田委員ご指摘のと

おり、国がこの会計年度任用職員を導入した時は今後の検討課題とされていたが、や

はり民間等の状況等も含めて、状況が変わってきたということで、国のほうも法改正

を行い、今回、勤勉手当の導入ということが法定化され、私どもも同じようにすると

いうものである。少しではあるが、待遇が近付いてきている。 

 

原 案 可 決 

 

 

その他報告①「令和５年１２月北九州市議会定例会の概要について」 

 

総務課長が報告。 

 [報告要旨] 以下の項目について報告。 

  令和５年１２月北九州市議会定例会について、概要を報告するもの。 

 

竹本委員／今の説明にはなかったが、２４ページの学校体育施設活用の今後の見通しについて

質問する。この「営利目的」の利用についての、現時点での本市の議論の方向性とい

うか、状況というのをもう少し詳しく教えてほしい。 

施設課長／４月の教育委員会会議で陳情もあったが、現行のルールでは、営利目的の使用とい

うのはできない。しかしながら、部活の地域移行といったものあるため、その中で議

論していく。 

竹本委員／では、部活の地域移行などの課題解決の１つとして今後も検討はするという認識で

よいか。 

部活動地域移行担当課長／この部活動地域移行、未来を考える会というのを第６回まで開催したところである。

その中で、地域クラブの活動場所として学校のグラウンドや体育館、音楽教室などを

使えるように、ルールを見直したほうがよいのではないかという意見が委員から出さ

れている。そうしたところを課題として捉えており、制度設計を後進めていきたいと

考えているところである。 

竹本委員／以前の陳情をこの場で協議した際の判断は、このルールに則った結果で、然るべき

真っ当なものだと私も感じた。ただ、会議の場で、私に限らず感じた方は多いのでは

ないかと思うのだが、スポーツをやりたいという子どもの思いと、それをやらせてあ

げたい、サポートしたいという、そういう大人側の気持ちが叶えられないという状況

に心が痛む部分があり、先ほどおっしゃったように、部活の地域移行に向けた課題解
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決の１つとして、今後、学校施設の利用のルールそのものを見直すことが急務ではな

いかと感じている。 

子どもの成長にスポーツはやはり欠かせないし、スポーツに限らず、様々な立場の

方が柔軟に支えていけるような教育環境を整えていただきたいという思いがあり、質

問した。今後もしっかりとご検討いただきたいと思っているので、よろしくお願いす

る。 

中島委員／最後に説明のあった包括的性教育の推進について質問する。包括的性教育は必要な

ものと思うが、現在、既に県の事業で性暴力防止アドバイザー派遣事業というものが

あり、専門の研修を受けた公認心理師、臨床心理師が各学校を訪問して性暴力に関す

る講習を行っている。この講習自体が包括的性教育の観念に基づき実施されているも

のであるが、今回の答弁に含まれていないのは、県の事業だから市は答えられなかっ

たという理解でよいか。毎年実施するにしても今、それが１校当たり３年に１回ぐら

いの頻度だったような気がするが、県の事業に踏み込むことなので、そこについては

触れられないということなのか。 

また、今後実施するにしても、やはり身近な大人、つまり子どもたちの身近な教職

員が、包括的性教育についての知識を持って日常からアプローチを行っていくことは

必要だとは思うが、同時にそれを行う大人側の価値観であるとか、性に対する距離感

とか安全感なども保障しながら教育をしていくというのはとても大変なことだと思う。

今後、毎年実施可能かどうかも含めて実施を検討しているようなので、安全に教育を

行うために、実施者自身が自分の性の体験を呼び起こされないだとか、安全に子ども

たちとこうしたことについて話題にできるような研修について、検討しているどうか

伺う。 

生徒指導課長／まず県の性暴力アドバイザー事業が含まれていないことだが、議員の質問が、包括

的という捉えが、性行為を教えないのかというふうにフォーカスされたところがあり、

性暴力アドバイザー事業ではその部分は取り扱ってはいないため、今回は取り上げて

いない。 

指導者に対する研修については、今は計画段階であり、はっきり申し上げることが

難しいが、一例としては専門家、医師による専門的・科学的な知識を教えていただく

ような場面をつくれたらと考えている。今ご指摘いただいた点についても踏まえて、

検討していきたい。 

中島委員／質問の趣旨が性暴力だけに限らず、むしろ性行為のほうだったというところで了解

した。今ご検討いただけると言ったように、実施する側も安全に実施できるという点

は、こういった教育についてはとても大事な視点だと思うので、ぜひご検討いただき

たい。 

竹本委員／中島委員と同じ項目だが、子どもたちに向けてのこういった教育を積極的に検討い

ただいているというのは大変ありがたいなと日頃から感じている。 

その中で、これは要望だが、その教育の内容が保護者とか、もっと言えば地域の方

とか、周りの大人も知る機会を増やしていただきたいといつも感じている。 

私たち親世代は、今までそういったような教育を受けてきていない世代である。子ど

もたちを取り巻く環境はどんどん変わっていって、時代が変化していく中で、親とし

ても正しい知識を身に付けて、適切な言葉かけだとか行動に結び付けていけるように

アップデートしていきたいと考える保護者の方も多くいるように最近感じている。そ

のため「子ども家庭局と教育委員会が連携して」と書いてあるが、そのとおりしっか

りと連携し、お便りでも参観でも何でも良いが、負担の少ない形で構わないので、保
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護者にもそういった情報をオープンにして、どんどん発信していただきたい。これは

意見である。 

学校教育部長／性に関する指導を行う時には、児童生徒の実態をしっかりと把握しながら進めるこ

と、また、保護者の理解を得ながら進めていくことは大切な視点だと思っている。ま

さに竹本委員のご意見のとおり、保護者の皆様にもしっかりと、どのような内容を行

っているのかを周知しながら、ご理解を得ながら進めてまいりたい。 

田島教育長／中島委員と竹本委員のご指摘について、私どもも十分に実感しており、そういった

ことを含めて、これから検討を進めてまいる。 

 

報 告 終 了 

 

 

（関係者以外退出） 

 

（２）非公開案件 

 

その他報告②「請願第１４号「小・中学校で、すべての学年を２０人以下学級とし、子どもたちに

『ゆきとどいた教育』を求める請願」」 

 

教職員課長が報告。 

 [報告要旨] 以下の項目について報告。 

  提出された請願の内容説明、およびその趣旨に対する市の処理方針を報告。 

 

報 告 終 了 

 

 

議案第３１号「人事について」 

 

本議案の提案理由を労務争訟担当課長が説明。 

 [提案理由要旨]  

  北九州市立学校に勤務する職員に対する懲戒処分、及び退職手当の不支給について付議するもの。 

 

原 案 可 決 

 

 

４ 閉 会 

１６:２８ 田島教育長が閉会を宣言 

 

 

 

 

 

 

 


